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 共同研究の成果は，関西学院大学国際学部木本ゼミ（2018 年 12 月 15 日），北海道大学
経済学部篠田ゼミ（2018 年 12 月 19 日），本学部徳賀ゼミ（2018 年 12 月 23 日）との交流
シンポジウムで発表しました（日付は各シンポジウムの開催日）。こうした交流シンポジウ













































Demands for cameras and printers are decreasing due to popularization of smart phones and 
tablet terminals. The purpose of this research is to focus on the change of Canon's management 
strategy in such a changing environment. We explored and systematized the business cycle which is 
Canon's strengths. And we tried to suggest a market choice to make use of it for future growth. 
As a result of the research, we concluded that Canon's strength is that it enables three 
management activities, thorough in-house development, in-house production, and in-house sales. 
And we have concluded that it is necessary for the three management resources of patent, product, 
cash to work smoothly. 
And, as a patent business of a series of business models, we propose that the medical 
equipment market is suitable for future market selection in Canon's diversification strategy as a place 
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1 2017 年米国特許登録件数上位 5 社にキヤノンは 3285件で 3位である。日本では 13年連続
1位である（キヤノン HPより） 
2 2017年のキヤノンの研究開発費は 3400億円であり、日本では 7位である。（日本経済新
聞 2018年 7月 26日付より） 
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グラフ 1-1 キヤノン 2017 年度売上高構成比率 
 






















オフィス イメージング メディカル 産業機器その他
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グラフ 2-1 カメラ市場推移 
 











グラフ 2-3 交換レンズ市場推移 
 
2.2 プリンター市場概況 
次に、プリンター市場の変化について、グラフ 2-4 及び 2-5 より、ペーパーレス化の影響






グラフ 2-4 インクジェットプリンター出荷台数推移 
 
                                                             
5 SFP が Single Function Printer の略称でプリント機能のみを持ったものであるのに対し、MFP
が Multi Function Printer/Peripheral/Product の略称でプリント機能の他に、コピー機能、FAX
機能、スキャン機能などのいずれか、もしくは複数の機能を持ったものである。 
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グラフ 2-5 レーザープリンター出荷台数推移 
 











第 3章 キヤノンの経営分析 
3.1 売上高総利益率の分析 
この章では、キヤノンの特長である高い市場占有率と売上高総利益率の理由について考察
を始める。資料 3-1 及びグラフ 3-2 の通り、キヤノンは他 3 社に比べ高いシェアを誇り、か
つ収益性が優れていることが分かる。 
資料 3-1 市場シェア内訳（2018/7/9 日経新聞より抜粋） 
 









2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017
各社売上高総利益率の推移




















 3.2 市場占有率の分析 
次に、キヤノンのシェアの高い市場占有率の要因について、販売子会社の規模の大きさに
着目した。表 3-4 のように、キヤノンの販売子会社であり主に日本国内で活動するキヤノン






















第 4章 特許ビジネスの分析 





デル」とする。収益性、継続性そして研究開発体制の 3 つに分けて言及する。グラフ 4-1









グラフ 4-1 各研究開発費指標の推移 
 



































2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017
各社営業利益率の推移
キヤノン ニコン リコー エプソン
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 4.3 継続性の分析 
次に、特許ビジネスの継続性について、毎期計上する研究開発費に相当する現金が期末保
有されているかをみるため、キャッシュフロー計算書をみる。表 4-3 によると、キヤノンは




























表 4-4 産業機器その他ビジネスユニットのセグメント情報 
 







図 5-1 特許ビジネスのイメージ 
 


































グラフ 6-2 キヤノン売上高構成の推移 
 
 


































2016 年 12 月 19 日の東芝メディカルシステムズ買収、ネットワークカメラでは 2018 年 10
月 22 日のアクシスコミュニケーションズ完全子会社化発表、商業印刷では 2010 年オセ社
買収といったように M&A が主となっている。 














グラフ 7-1CT スキャナ市場シェア 
  



















グラフ 7-3CT スキャナ新興国市場 
 
                                                             
































グラフ 7-4CT スキャナ先進国市場 
 





































2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019
CTスキャナ先進国市場
中央・東ヨーロッパ 西ヨーロッパ イギリス ドイツ フランス 日本
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 グラフ 7-5 電卓市場推移 
  



















































グラフ 7-9 ネットワークカメラ市場概況 
 
 
























7-4-1 OEM 供給 
現在キヤノンはレーザープリンターを HP Inc.（米ヒューレット・パッカード）に OEM 供
給を行なっており、連結売上高に占める割合は 15％程度と大きい。OEM とは Original 
Equipment Manufacturer の略でメーカーが他社ブランドの製品を製造することであり、キヤ











表 7-10OEM 供給のメリット・デメリット 






































































・企画本部社史編集室（2012）『挑戦の 70 年、そして未来へ：キヤノン 70 年史：1937―
2007』 
・矢野経済研究所『プリンタ世界市場に関する調査を実施（2018 年）






























3 月 新 2 回生プレゼミ開講 
 テキスト：日本経済新聞社『財務諸表の見方』日経文庫 
  
4 月 前期ゼミ開講 
 大津広一『経営分析入門』ダイヤモンド社 
  
7 月 新歓コンパ 於：しゃらく 
  
9 月 ゼミ合宿 於：大原山荘 
  




12 月 新ゼミ生 募集 
新 2 回生：応募 5 名、採用 5 名 




























































































































































































































































































































 2018年度に関して、年末に PayPayや LINE payといった電子決済サービスが１００億円
キャンペーンなどを行い、日本に電子決済という新しい取引の形が広まったことが印象深く
残っています。世界で最もデジタル化が進んでいると言われている中国では、こういった電
子決済のサービスが一般的となっていて、商品の取引のみならず、個人間でのお金のやり取
りや自転車のレンタルのようなサービスまでこの電子決済ですまされています。こうして着
実に進んで行くデジタル化によって、経済の流れはより高速化されていき、これまででは考
えられなかったビジネスが生まれるのは間違い無く、しっかり先を読み、時代の流れについ
ていかねばならないのが我々世代の課題といったところでしょうか。 
 今回の研究では、そんな時代の流れが逆風となっている市場の企業がどう生き残って行
くのか、というのがテーマとなっており、その答えの一つを見つけられたのかなと考えてい
ます。時代が変わっても変わらない強みやそれを新規事業へつなげるしたたかさなど、我々
個人自身でも見習うべき本質の発見は、決して無駄にはならないと思われます。 
 最後になりましたが、懇切丁寧なアドバイスやご指導により、私たちを支えてくださっ
た藤井先生、活動を見守ってくださった TAの劉さん、そしてゼミ生の皆様に、心より御礼
申し上げます。今後もまた藤井ゼミのよき伝統が引き継がれていくことを祈りつつ、編集後
記に代えさせていただきます。 
2019年３月 
2018年度 藤月会論集編集委員会 
桑形裕斗 藤岡和明 
 
 
 
 
